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保険窓販解禁の経緯 

07 年 12 月の銀行保険窓販の全面解禁

から 4 年が経過し、今ではさまざまな保

険商品が銀行の窓口で取り扱われるよう

になった。その歴史を振り返ると、96 年

11 月の第 2 次橋本内閣による「金融ビッ

グバン」の提唱の一環として、保険審議

会にて、保険会社と他の金融業態間の相

互参入促進についてのあり方などが議論

されたことに始まる。その結果、00 年 5

月には銀行等による保険販売規制を見直

す内容へと保険業法が改正された。ただ

し、保険契約者等の保護に欠ける恐れな

どの理由から、段階的な解禁となった。 

そして、01 年 4 月から、住宅ローン関

連の団体信用生命保険や長期火災保険、

住宅関連債務返済支援保険、また海外旅

行傷害保険の 4 種目の保険商品を取り扱

うことが可能となった。これにより、当

時の全国の銀行 136 行中 124 行が 4 月か

ら取り扱いを開始した。ただし、団体信

用生命保険については、保険業界との競

合問題などから銀行子会社または兄弟会

社の提供する商品に限られた。当時、保

険を扱う銀行子会社や兄弟会社を保有す

る銀行はなく、実質的には団体信用生命

保険の販売は解禁されなかった。 

02 年 10 月には、住宅ローン関連団体信

用生命保険の子会社・兄弟会社規制の撤

廃や、新たに個人年金保険や年金払積立

傷害保険などの取り扱いが解禁された。

その後の 03 年 3月に閣議決定された「規

制改革推進 3 か年計画」においては、販

売チャネル間の競争促進などの観点から、

銀行等が原則としてすべての保険商品を

取り扱えるようにするべきである等の基

本的な方向性が示された。これにもとづ

き、金融審議会は 04 年 1 月に全面解禁に

向けた審議をスタート、05 年 5 月には金

融庁が保険業法を一部改正する内閣府令

案を公表し、同年 12 月に改正された。そ

の結果、生保では一時払終身等、損保で

は積立傷害等の貯蓄性商品が同年中に解

禁され、2年後の 07 年 12 月には、すべて

の保険商品が銀行窓口販売の対象となっ

た（図表 1）。 

以上のように、窓販解禁は進

んだが、銀行窓口で保険に加入

できることの認知率は5割弱で、

利用者は 3％とまだ低い（全国

銀行協会：2012 年銀行による保

険窓販に関する消費者アンケ

ート調査結果報告書）。 

銀行は預金などによる調達

と貸出等による運用の利ざや

を主な収入源としてきたが、貸
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図表1 保険窓販解禁スケジュール
生命保険分野 損害保険分野

2001年4月
（第1次解禁）

住宅関連団体信用生命保険
住宅関連長期火災保険
住宅関連債務返済支援保険
海外旅行傷害保険

2002年10月
（第2次解禁）

個人年金保険（定額・変額）
財形保険

年金払積立傷害保険
財形傷害保険

2005年12月
（第3次解禁）

一時払終身保険
一時払養老保険
短満期平準払養老保険
貯蓄性生存保険

個人向け賠償保険等
積立火災保険等
積立傷害保険

2007年12月
（全面解禁、
上記以外のす
べて）

定期保険
平準払終身保険
長期平準払養老保険
医療・介護保険等

自動車保険
団体火災保険等
事業関連保険（銀行等グループ会社
を保険契約とするものに限り緩和）
団体傷害保険

（資料）一般社団法人全国銀行協会HP
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出減少のため、新たな収益源として、保

険や投資信託などの手数料獲得による収

益力強化が大きなテーマとなっている。 

 

銀行のメリット 

収益力の強化とともに保険は、銀行に

とって次の 3 つのメリットがある。 

①まずそれは、資産形成層（20 代後半

から 40 代）を中心とした顧客との接点拡

大である。特に、若年の資産形成層は、

給与振り込みや住宅ローンなどの機会で

なければ接点をもつことが容易でない。 

顧客のライフステージに応じた適切な

銀行・保険商品を提案することが可能と

なったことで、例えば結婚では海外旅行

傷害保険、死亡保障、出産では学資保険、

マイホームの取得では団体信用生命保険

への加入や、それに伴う保障の見直し、

老後資金確保のためには個人年金保険な

ど、さまざまな保険契約を切り口とする

アプローチが可能となった。 

②また、保険は取引期間が長期にわた

るケースが多く、顧客とこれまで以上に

長期の取引関係を築くことが可能になっ

た。特に資産形成層のニーズがある平準

払いの保証型保険の取り扱いは、長期の

お付き合いと継続的な手数料収入につな

がる。さらに保険によって将来の顧客の

リスクが減少することも銀行にとってプ

ラスとなる。 

③さらに、ライフイベントに応じたコ

ンサルティングは、顧客との接点拡大だ

けでなく、1 世帯で死亡保障や終身保険、

医療・介護保険など多数の契約を得られ

ることや、保険以外にも預金やローン、

投資信託などその他の取引と重ねて販売

するクロスセルによる取引採算性の改善

があげられる。 

 

残る課題 

以上のように、保険の取り扱いにより、

さまざまな効果が期待されるが、販売拡

大には以下のような課題も残っている。 

①08 年のリーマンショックで運用がう

まくいかずに年金保険などが打撃を受け、

商品供給が激減したことや、保険会社が

将来の金利上昇リスクなどを背景に一時

払終身保険の販売額に上限を設定したこ

となどにより、保険販売残高の伸びが止

まっている。 

②多くの銀行は顧客ニーズ把握による

コンサルティング型営業を掲げているが、

保険商品が多様で相応の知識を必要とす

るために、保険を扱う人材育成が進まな

い。 

③保険業法に定められた弊害防止措置

である融資先販売規制や、担当者分離規

制、タイミング規制、非公開情報保護措

置などの規制による制約がある。銀行が

融資の見返りに強引に保険を販売する

「圧力販売」などに対する顧客保護のた

めに設けられた規制であるが、50 名以下

の企業に勤めている場合、勤務先が融資

を受けている銀行では保険商品に加入で

きないなど顧客の利便性を損ねている実

態がある。 

これらの課題を乗り越えるためにも、

顧客に近い店舗で複数の金融商品を比較

検討できるなどの優位性を活かしつつ、

ライフパートナーとして顧客の期待に応

えていくことが必要であろう。 
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